
 

環備  － １５５ 

令和５年５月２日 

 

一般社団法人秋田県産業廃棄物協会 

会長 山岡 緑三郎 様 

 

 

  秋田県生活環境部長     

                             （公印省略） 

 

 

新型コロナウイルス感染症の５類感染症への位置付け変更後の対応等について（通知） 

 

 本県の廃棄物行政の推進については、日頃から御協力賜り、厚くお礼申し上げます。 

 さて、令和５年４月２７日の秋田県新型コロナウイルス感染症対策本部会議において、新

型コロナウイルス感染症の５類感染症への位置付け変更後の対応について情報提供がありま

したので、お知らせします。 

また、環境省から、別添のとおりガイドライン等の取扱いについて通知がありましたので、

合わせてお知らせします。 

引き続き適切な感染対策等に係る貴会会員への周知に御協力くださるようお願いします。 

 

＜添付資料＞ 

・新型コロナウイルス感染症の５類感染症への位置付け変更後の対応について（令和５年４

月２７日付け、秋田県新型コロナウイルス感染症対策本部） 

・新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけ変更に伴うガイドライン等の取扱いに

ついて（令和５年５月１日付け、環境省） 

・新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけ変更に伴う業種別ガイドラインの廃止

及び位置づけの変更に際しての事業者の取組への支援について（令和５年３月３１日付け、

内閣官房） 

 

【担当】 
秋田県生活環境部環境整備課 
 廃棄物対策チーム 伊藤 
電 話：018-860-1624 
E-mail：recycle@pref.akita.lg.jp 
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新型コロナウイルス感染症の５類感染症への位置付け変更後の対応について

令和５年４月 27 日

秋田県新型コロナウイルス感染症対策本部

１ ５月８日以降の医療体制等について

（１）患者等への対応の変更のポイント

○総合案内窓口を継続

・発熱時の受診相談や、陽性判明後

の体調急変時の相談等に対応

○宿泊療養施設（県央１施設）を継続

・９月末までに終了予定

・入所に際して食事代等の自己負担

あり

【療養対象者】

自宅での療養が難しく、医師が必要と

認めた 65 歳以上の高齢者

○検査キットの配付や陽性者登録センター、食料品等の配送・パルスオキシメーターの貸出等の自宅療養

支援は終了

資料２
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（３）外来医療体制

発熱症状等のある患者が幅広い医療機関で受診

できる体制

○関係団体と連携し、現在の診療・検査医療機関

のほか、それ以外の医療機関（内科、小児科、耳

鼻咽喉科）へ協力依頼

※診療・検査医療機関数：327 か所（４月 25 日現在）

○「外来対応医療機関※」を公表

指定した医療機関名等は「秋田県新型コロナウ

イルス感染症保健医療情報ポータルサイト」で

公表
※５月８日以降、「診療・検査医療機関」から「外来対応

医療機関へ名称変更

（４）入院医療体制

新型コロナウイルス感染症以外の通常医療に

も対応できるよう、重症度に応じて医療機関が

入院先を判断し、県内全ての病院で入院患者を

受け入れる体制

○国の方針に基づき、これまでの最大入院者数

（545 人：R4.12.23）を受け入れる体制

○比較的症状の軽い患者は全病院で受け入れ、

症状が重く、専門的な治療を要する患者を受

け入れる病床（確保病床）は引き続き確保

○入院を要する患者は、医療機関間で入院調整

を行う。

※９月末までは、より重症度の高い患者で、医療機関

間で調整が困難な場合は行政がバックアップ

（２）９月末までの県が目指す医療体制

①幅広い医療機関において、新型コロナの症状があることを理由に外来、入院を断ることなく対応する。

②医療機関は、地域の中での医療機能を分担し、症状（重症度別等）に応じた患者受入、受診先の紹介や

転院調整を行う。

③高齢者施設等は、医療機関と連携し、医療機関が入院調整する。
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（５）高齢者施設等への対応

○高齢者施設等で陽性者が発生した場合には、周囲の方や

従事者に対して、保健所の判断により感染症法上の検査

を実施

○往診や電話等による相談、入院調整に対応できる医療機

関を確保

（６）感染状況の公表

○感染者の全数把握の終了に伴い、日々

の感染者の発生状況等の公表は終了

○季節性インフルエンザの発生報告と同

様の方法で毎週木曜日に前週分の発生

動向を公表

【５月８日以降の受診等の流れ】
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２ 県民への周知

（３）事業者に関する取組及びイベントの開催等

①事業者に関する取組

○事業者による「業種別ガイドライン」は廃止

○今後は、事業者の判断により感染対策や自主的な取組を実施

②イベントの開催等

○参加者数や収容率などの開催制限は廃止

（１）新型コロナウイルスの基本的感染対策の考え方

○新型インフル特措法に基づく基本的対処方針は廃止

法律に基づき国や県が様々な要請・関与をしていく仕組み

ò
個人の選択を尊重し、県民の自主的な取組をベースとしたもの

○今後、ＧＷを迎え人流や交流が活発になることが予想されることから、引き続き基本的な感染対策への

協力を呼びかけ。

（２）新型コロナワクチンの接種

５月８日以降も自己負担なしで接種が可能

【接種時期等】

〇春（５月８日～８月）：１・２回目の接種を終えた高齢者や５歳以上の基礎疾患を有する方、

医療従事者等及び高齢者施設等の従事者の方

〇秋（９月以降） ：１・２回目の接種を終えた５歳以上の全ての方

※生後６か月から４歳以下の子どもの初回接種（１～３回目）は、令和６年３月末まで引き続き接種が可能

詳細は別紙７ページを参照
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３ ５類移行後の体制について

県の体制を次のとおり変更する。

（２）移行後の体制

①名称

新型コロナウイルス感染症対策連絡会議

②構成

○総 務 部：危機管理監、副危機管理監、総合防災課長 等

○健康福祉部：理事、部長、次長、福祉政策課長、感染症特別対策室長、保健・疾病対策課長 等

○その他部局：必要に応じて、危機管理監が参加を要請

③設置期間

○当面、本部会議廃止後から９月 30 日まで

○10 月１日以降の体制については、今後の感染状況や国の動向等を見極めながら９月末までに判断

（４）学校での対応について

○出席停止期間の基準を変更

発症後７日経過 ð 発症後５日経過かつ軽快後１日経過

（１）対策本部の廃止

○新型インフル特措法に基づき設置している「秋田県新型コロナウイルス感染症対策本部」は、特措法第

25 条の規定により、政府対策本部の廃止をもって廃止
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④会議が担う業務

○継続的に行う業務

感染状況の把握：県感染症発生情報（週報）による感染状況の把握と分析

国との連絡調整：内閣官房、厚生労働省との連絡調整

○必要に応じて行う業務

新型コロナウイルス対策：感染状況等を踏まえ、各部局と連携して各種対策を実施

その他：国への要望、ＷＥＢページでの周知・広報 等



令和５年度も、新型コロナワクチンを接種できます。

      出典　厚生労働省資料リーフレット

※ワクチン接種は強制ではありません。接種を受けていない人を差別することのないようお願いします。

　新型コロナワクチン接種について
別紙

7
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環循適発第 2305011 号 

       環循規発第 2305015 号

    環循施発第 2305011 号 

令 和 ５ 年 ５ 月 １ 日 

 

 

 

各都道府県・各政令市廃棄物行政主管部（局）長 殿 

 

 

 

        環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課長 

廃棄物規制課長 

ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理推進室長 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけ変更に伴うガイ

ドライン等の取扱いについて（通知） 

 

廃棄物行政の推進については、かねてより格別の御尽力を頂き御礼申し上げる。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、国民生活を維持し社会経済を

支えるために必要不可欠な廃棄物処理に係る業務の継続と感染症対策の両立について、関

係の皆様に日々御尽力いただいてきたことに改めて感謝申し上げる。 

さて、新型コロナウイルス感染症の基本的な感染対策については、これまで新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）第18条に基づく基本的対処方針（以

下「基本的対処方針」という。）や業種別ガイドラインに沿って対応いただいてきたとこ

ろであるが、「新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更等に関する対応

方針について」（令和５年１月 27 日新型コロナウイルス感染症対策本部決定）において、

本年５月８日から、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10

年法律第 114 号。以下「感染症法」という。）上の新型コロナウイルス感染症の位置づけ

が、新型インフルエンザ等感染症から５類感染症に変更されることとなった。 

これを受け、「廃棄物に関する新型コロナウイルス感染症対策ガイドライン」の取扱い

等について整理したので、貴職におかれては下記の事項について御了知の上で、貴管内市

町村、廃棄物処理業者及び排出事業者に周知いただき、円滑な廃棄物処理の実施に遺漏な

きようお願い申し上げる。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定に基

づく技術的な助言であることを申し添える。 
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記 

 

 

第１ 各種ガイドラインの取扱い等について 

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが新型インフルエンザ等感染症か

ら５類感染症に変更されることに合わせて、内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策

推進室から、基本的対処方針及び業種別ガイドラインは廃止されることとなる旨が別添

のとおり示された。 

このため、新型コロナウイルス感染症の位置づけが５類感染症に変更される本年５月

８日以降は、日常における基本的な感染対策については、主体的な選択を尊重し、個人

や事業者の判断に委ねることが基本となり、政府として一律に求めることはなくなり、

個人や事業者は自主的な感染対策に取り組んでいただくこととなる。 

また、これを受け、環境省において策定した「廃棄物に関する新型コロナウイルス感

染症対策ガイドライン」及び一般財団法人日本環境衛生センター・公益財団法人日本産

業廃棄物処理振興センターにおいて策定した「廃棄物処理業における新型コロナウイル

ス対策ガイドライン」については、本年５月８日以降、政府として一律に実践を求める

ものではなくなるものの、これらガイドラインの内容は廃棄物処理に関係する各主体が

感染症対策に取り組む上で有用であると考えられることから、今後も引き続き御活用い

ただきたい。特に、廃棄物処理事業継続計画の策定等による事業継続のための取組につ

いては、新型コロナウイルス感染症の位置づけに関わらず、災害への平時の備えとして

も重要であることから、引き続き必要な取組を実施されたい。 

なお、別添「（３）位置づけ変更後の新たな変異株出現等への対応」にもあるとおり、

新型コロナウイルス感染症の位置づけ変更後においても、オミクロン株とは大きく病原

性が異なる変異株が出現するなど、科学的な前提が異なる状況になれば、ただちに必要

な対策を講じることとし、新たな変異株を感染症法上の「指定感染症」などに位置付け

たうえで、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく政府対策本部等を設置し、基

本的対処方針に基づく要請を行う可能性があるとされているので、御承知おきいただき

たい。 

 

第２ 通知及び事務連絡の取扱いについて 

新型コロナウイルス感染症が５類感染症に変更されることに合わせて、廃棄物処理施

設の点検及び機能検査の頻度についての特例やポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管等に係

る届出について整理した以下の通知は廃止する。 

 

・廃棄物処理施設の点検及び機能検査における防護服の使用節減の徹底等について

（通知）（令和２年４月 10 日付け環循適発第 2004102 号・環循規発第 2004101 号

環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課長・廃棄物規制課長通知） 
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・新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴うポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処

理の推進に関する特別措置法に規定する義務の履行への対応について（通知）（令

和２年４月 28 日付け環循施発第 2004282 号環境省環境再生・資源循環局ポリ塩化

ビフェニル廃棄物処理推進室長通知） 

 

新型コロナウイルス感染症に関するその他の通知及び事務連絡については、５類感染

症への変更を受け、日常における基本的な感染対策については主体的な選択を尊重し、

個人や事業者の判断に委ねることが基本となることを踏まえて適用されたい。また、廃

棄物処理事業継続計画の策定等による事業継続のための取組については、新型コロナウ

イルス感染症の位置づけに関わらず重要であることから、引き続き必要な取組を実施さ

れたい。あわせて、電子メール等を利用した書類の提出の活用を始めとする書類の提出

等に関する柔軟な対応等についても引き続き推進されたい。 

 

第３ 新型インフルエンザ等まん延時に処理が滞った産業廃棄物の保管について 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和 46 年厚生省令第 35 号。以下「廃

掃法施行規則」という。）第７条の８第１項第７号及び同条第３項においては、新型イ

ンフルエンザ等まん延時に処理が滞った産業廃棄物の保管の上限を拡大する旨規定して

いるが、当該条項は新型インフルエンザ等対策特別措置法第２条第１号に規定する新型

インフルエンザ等に起因するやむを得ない理由による保管の場合に限って適用されるも

のであるところ、５類感染症は同号の新型インフルエンザ等に含まれない。 

したがって、新型コロナウイルス感染症が５類感染症に変更されることにより、廃掃

法施行規則第７条の８第１項第７号及び同条第３項の適用がなくなることに留意された

い。 
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事 務 連 絡 
令和５年３月 31 日 

各府省庁担当課室 各位 

内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室長

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけ変更に伴う 

業種別ガイドラインの廃止 

及び位置づけの変更に際しての事業者の取組への支援について（依頼） 

業種別ガイドラインにつきましては、感染拡大防止と社会経済活動の両立を

図る観点から、業界ごとに適切な感染防止策を取りまとめ、適宜見直されてお

り、政府としても、基本的対処方針に基づき、事業者及び業界団体による業種

別ガイドラインの実践等を促進してきたところです。 

基本的対処方針においては、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置

づけの変更後は、同方針及び業種別ガイドラインは廃止となり、政府は、事業

者等の自主的な感染対策の取組に対し、情報提供等の支援を行うこととしてい

ます。 

これらを踏まえ、業種別ガイドライン廃止に際しての留意事項や位置づけ変

更後の新型コロナウイルス感染症に関する基本的な感染対策の考え方等を下

記の通り取りまとめましたので、関係府省庁においては、所管団体に対し取組

の参考としていただけるよう情報提供するとともに、所管団体からの求めに応

じた助言等の対応をお願いします。 

（１）業種別ガイドラインの廃止に際しての留意事項

①業種別ガイドラインの廃止後においても、各業界等において新型コロナウ

イルス感染症対策として自主的な取組を検討する場合には、必要に応じ、

（２）に示す「位置づけ変更後の新型コロナウイルス感染症に関する基本

的な感染対策の考え方」を参考として下さい。

②これまで業種別ガイドライン等に基づく新型コロナウイルス感染症対策

として活用してきた備品等※１及び職場での取組※２の取扱いについては、

感染対策や業務効率化等の観点から、利用者・従業員の意向等も踏まえ、

各事業者又は業界ごとに適宜判断いただいて差し支えありません。
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※１【備品等の例】検温器、パーティション、二酸化炭素濃度測定器

⇒これらの取扱いとしては、引き続き感染対策として活用・保管することや、感

染対策上不要となったものにつき、再利用（リユース）・再資源化（リサイク

ル）すること等が考えられます。

また、補助金等により取得した（または効用の増加した）財産を処分する場

合には、交付行政庁が定める一定の要件（補助対象財産の取得価格が単価 50

万円未満 等）を満たす必要があるため、その取扱いについては交付要綱等を

ご確認いただき、必要に応じ交付行政庁にお問い合わせ下さい。 

※２【職場での取組の例】テレワーク、時差出勤、テレビ会議

③ 関係府省庁においては、①②を含めた位置づけ変更後の新型コロナウイ

ルス感染症対策の取組に関する所管団体からの問合せ・相談等に対し、助

言・回答等の対応をお願いします。その際、不明点があれば、内閣官房新

型コロナウイルス等感染症対策推進室にご連絡ください。

＜参考＞内閣官房新型コロナウイルス感染症ホームページ（事業者向けに業種別ガイド 

ライン等に関する情報を集約）

位置づけ変更後の事業者の取組に役立つ情報等についても順次掲載予定。

URL：https://corona.go.jp/guideline/ 

（２）位置づけ変更後の新型コロナウイルス感染症に関する基本的な感染対策

の考え方 

政府は、現在、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、基本的対

処方針において、「三つの密」の回避、「人と人との距離の確保」、「マスクの

着用」、「手洗い等の手指衛生」、「換気」等の基本的な感染対策の実施を個人

や事業者に求めています。新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置

づけの変更により、感染対策は、政府として一律に求めることはなくなり、

「個人の選択を尊重し、自主的な取組をベースとしたもの」として政府が

感染症法に基づき情報提供することとなります。業界が必要と判断して今

後の対策に関する独自の手引き等を作成することは妨げません。 

このため、政府としては、位置づけ変更後の個人や事業者の自主的な感

染対策の取組を支援するため、基本的な感染対策の考え方として、別添「新

型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付け変更後の基本的な感染対

策の考え方について（令和５年５月８日以降の取扱いに関する事前の情報

提供）」（令和５年３月 31日）の通り示しています。 
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【概要】 

①基本的な感染対策の考え方

○マスクの着用

個人の主体的な選択を尊重し、着用は個人の判断に委ねることを基

本。高齢者等重症化リスクの高い者への感染を防ぐため、マスク着用

が効果的な場面では、マスクの着用を推奨※３。 

※３ 「マスク着用の考え方の見直し等について」（新型コロナウイルス感染症

対策本部決定、令和５年２月 10日）を参照。 

○手洗い等の手指衛生、換気

新型コロナウイルス感染症の特徴を踏まえた基本的感染対策とし

て引き続き有効。 

○「三つの密」の回避、人と人との距離の確保

流行期において、高齢者等重症化リスクの高い方は、換気の悪い場

所や、不特定多数の人がいるような混雑した場所、近接した会話を避

けることが感染防止対策として有効（避けられない場合はマスク着用

が有効）。 

②基本的な感染対策の実施に当たっての考え方

感染対策の見直しに当たっては、以下のように、感染対策上の必要性

に加え、経済的・社会的合理性や、持続可能性の観点も考慮。 

・ウイルスの感染経路等を踏まえた期待される対策※４の有効性
※４ 飛沫感染対策、エアロゾル感染対策、接触感染対策

・実施の手間、コスト等を踏まえた費用対効果

・人付き合い、コミュニケーションとの兼ね合い

・他の感染対策との重複、代替可能性 など

（３）位置づけ変更後の新たな変異株出現等への対応

位置づけ変更後にオミクロン株とは大きく病原性が異なる変異株が出現

するなど、科学的な前提が異なる状況になれば、ただちに必要な対応を講

じることとし、新たな変異株を感染症法上の「指定感染症」などに位置付け

たうえで、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく政府対策本部等

を設置し、基本的対処方針に基づく要請を行う可能性があります。 

以上 
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事 務 連 絡 

令和５年３月 31 日 

都 道 府 県 

各 保健所設置市  衛生主管部（局） 御中 

特 別 区 

厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部 

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付け変更後の 

基本的な感染対策の考え方について 

（令和５年５月８日以降の取扱いに関する事前の情報提供） 

平素より、新型コロナウイルス感染症対策に御尽力、御協力を賜り、誠にあり

がとうございます。 

新型コロナウイルス感染症の基本的な感染対策については、これまで新型イ

ンフルエンザ等対策特別措置法（平成 24年法律第 31号）第 18条に基づく基本

的対処方針や業種別ガイドラインに沿って、各個人や事業者において対応いた

だいてきたところです。本年５月８日から新型コロナウイルス感染症の感染症

法上の位置付けが新型インフルエンザ等感染症から５類感染症に変更される予

定であり、この位置付けの変更と合わせて、基本的対処方針及び業種別ガイドラ

インは廃止されることとなります。

このため、本年５月８日以降は、日常における基本的な感染対策については、

主体的な選択を尊重し、個人や事業者の判断に委ねることが基本となります。政

府として一律に求めることはなくなり、個人や事業者は自主的な感染対策に取

り組んでいただくことになり、政府は、感染症法に基づき、個人や事業者の判断

に資するような情報の提供を行うこととなります。 

 この情報提供の一環として、本年５月８日以降の基本的な感染対策の考え方

について、これまでの厚生科学審議会感染症部会の取りまとめや厚生労働省ア

ドバイザリー・ボードにおける議論も踏まえ、別紙のとおりお示しします。 

 つきましては、本内容について御了知の上、関係各所へ周知の程、お願い申し

上げます。なお、お示しした考え方は、本年５月８日に新型コロナウイルス感染

症の感染症法上の位置付けの変更が行われることを前提とした取扱いであり、

個人や事業者が自主的な感染対策に取り組むに当たって参考となるよう、事前

に情報提供を行うものです。本取扱いは、同日の前に改めて、予定どおり位置付

けの変更を行うかの確認を行った後に確定するものであることを申し添えます。 

（別添）
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（参考１）基本的感染対策に関する現行の取扱い 

・新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（令和３年 11月 19日（令

和５年２月 10日変更）新型コロナウイルス感染症対策本部決定） P22（４）

感染防止策

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/novel_coronavirus/th_siryou/kiho

n_r1_050210.pdf

・業種別ガイドラインの見直しのためのポイント（第７版：令和５年３月 13

日 内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室）

https://corona.go.jp/prevention/pdf/guideline_review_20230313.pdf?

20230315

（参考２）基本的感染対策に関する専門家の意見等 

・新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけについて（第 70回（令

和５年１月 27 日）厚生科学審議会感染症部会）P6（４）基本的な感染対策

（マスク、換気、手洗い等））

https://www.mhlw.go.jp/content/10906000/001045762.pdf 

・これからの身近な感染対策を考えるにあたって（第三報）－“新たな健康習

慣”についての見解－（第 118回（令和５年３月８日）新型コロナウイルス

感染症対策アドバイザリー・ボード提出資料）※感染防止の５つの基本

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001069238.pdf

・これからの身近な感染対策を考えるにあたって（第四報）～室内での感染対

策におけるパーティションの効果と限界～（第 119回（令和５年３月 23日）

新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリー・ボード提出資料） 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001076994.pdf 

（照会先）

厚生労働省新型コロナウイルス 

感染症対策推進本部 戦略班 

variants@mhlw.go.jp 

03(3595)3489 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/novel_coronavirus/th_siryou/kihon_r1_050210.pdf
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/novel_coronavirus/th_siryou/kihon_r1_050210.pdf
https://corona.go.jp/prevention/pdf/guideline_review_20230313.pdf?20230315
https://corona.go.jp/prevention/pdf/guideline_review_20230313.pdf?20230315
https://www.mhlw.go.jp/content/10906000/001045762.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001069238.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001076994.pdf


○ 基本的感染対策については、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく基本的対処方針の中で、
「三つの密」の回避、「人と人との距離の確保」、「マスクの着用」、「手洗い等の手指衛生」、「換気」
等の実施を、これまで個人や事業者に求めてきている。

○ また、感染拡大防止と社会経済活動の両立を図るため、基本的対処方針等も踏まえ、これまでも個人に
対する対策の見直しや、各業界において、業種別ガイドラインの策定・見直しがなされている。

○ 業種別ガイドラインについては、合理的な内容に見直せるよう、内閣官房より、見直しのためのポイントを
各業界に対して提示・周知している状況。
これに基づき、現在は、各業界において、入場時の検温やパーティションの設置等の対応を行っている。

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付け変更後の
基本的感染対策の考え方について
１．現状

1

（参考）業種別ガイドラインの見直しのためのポイント ※直近は、第７版（令和５年３月13日）
（１）感染リスクの評価
（２）基本的な感染対策（飛沫感染対策、エアロゾル感染対策、接触感染対策）
（３）場面ごとの感染対策の留意点
（４）従業員等の行動管理に関する扱い等の情報

【ポイントの記載（一例）】
・設備や物品等につき、業態を踏まえた適度の消毒を求める【共用部の消毒】
・ハンドドライヤーは、使用できる【共有部のトイレ】
・取り分け用のトング等を共有する場合、利用者は使用前に手指消毒を行う（使い捨て手袋の着用は
求めない）【ビュッフェスタイルでの飲食物提供時】



○ 今般の感染症法上の位置付けの変更により、新型コロナの感染対策は５月８日から、

・現在の「法律に基づき行政が様々な要請・関与をしていく仕組み」から、
・今後は「個人の選択を尊重し、国民の皆様の自主的な取組をベースとしたもの」

に大きく変わる。

○ 基本的対処方針や業種別ガイドラインは廃止となることから、日常における基本的感染対策について、
以下の観点を踏まえた対応に転換する。

＜基本的感染対策に関する変更方針（ポイント）＞

2

２．今後の方針

現在 今後（５月８日以降）
新型コロナの感染対策
の考え方

・法律に基づき行政が様々な要請・関与を
していく仕組み

・個人の選択を尊重し、国民の皆様の自主的な
取組をベースとしたもの

政府の対応と根拠 ・新型インフル特措法に基づく基本的対処
方針による求め
※「三つの密」の回避、「人と人との距離の
確保」、「マスクの着用」、「手洗い等の
手指衛生」、「換気」等

・（基本的対処方針は廃止）
・感染症法に基づく情報提供

※専門家の提言等も踏まえ、個人や事業者の判断に
資するような情報の提供

事業者に関する取組 ・事業者による業種別ガイドラインの作成
・政府による「業種別ガイドラインの見直
しのためのポイント」の提示・周知

・（業種別ガイドラインは廃止）
※業界が必要と判断して今後の対策に関する独自の
手引き等を作成することは妨げない

・事業者の判断、自主的な取組

①マスク着用の取扱いと同様、主体的な選択を尊重し、個人や事業者の判断に委ねることを基本とする。
②政府として一律に求めることはなくなり、個人や事業者は自主的な感染対策に取り組む。
政府は、個人や事業者の判断に資するような情報の提供を行う。



○ 基本的感染対策について、今後は、政府として一律に対応を求めることはせず、
政府は以下の内容を情報提供し、個人や事業者が自主的に判断して実施する。

（１）基本的感染対策の見直し
政府は、新型コロナの特徴を踏まえた基本的感染対策として、引き続き、手洗い等の手指衛生や換気が有効で

あることなど、以下の内容を示していく。その際には、専門家の提言（厚生労働省アドバイザリーボードに示さ
れた「感染防止の５つの基本」など）や、その時点までに得られた知見も紹介し、参考にしていただく。

3

３．実施に当たっての考え方①

・ウイルスの感染経路等を踏まえた期待される対策（※）の有効性
※飛沫感染対策か、エアロゾル感染対策か、接触感染対策かなど

・実施の手間・コスト等を踏まえた費用対効果
・人付き合い・コミュニケーションとの兼ね合い
・他の感染対策との重複・代替可能性 など

基本的感染対策 今後の考え方

マスクの着用 個人の主体的な選択を尊重し、着用は個人の判断に委ねることを基本。
一定の場合にはマスク着用を推奨（2/10政府対策本部決定参照）

手洗い等の手指衛生 政府として一律に求めることはしないが、新型コロナの特徴を踏まえた基本的感染対策として、
引き続き有効換気

「三つの密」の回避
人と人との距離の確保

政府として一律に求めることはしないが、流行期において、高齢者等重症化リスクの高い方は、
換気の悪い場所や、不特定多数の人がいるような混雑した場所、近接した会話を避けることが
感染防止対策として有効（避けられない場合はマスク着用が有効）

（２）個人や事業者が実施する場合の考え方
○（１）の見直しを踏まえ、個人や事業者における基本的感染対策の実施に当たっては、感染対策上の必要性
に加え、経済的・社会的合理性や、持続可能性の観点も考慮して、改めて感染対策を検討する。
＜考慮に当たっての観点＞



○ 事業者においては、以下の対策の効果や考え方等を踏まえ、各事業者で実施の要否を判断する。
政府としては、一律に対応を求めることはせず、各事業者の判断に資する以下のものを示していく。

＜現在行われている対応（例）と今後の考え方等＞

※感染症法上の位置づけの変更により、業種別ガイドラインは廃止されるが、業界が必要と判断して今後の
対策に関する独自の手引き等を作成することは妨げない。

※特に感染対策が求められる医療機関や高齢者施設等については、院内・施設内等の感染対策に関して、
引き続き国から提示・周知していく。

○ なお、感染が急拡大している時期や、医療機関・高齢者施設など重症化リスクの高い方が多い場面など、
時期や場面によっては、これまでの取組を参考に感染対策を強化していくことが考えられる。

4

３．実施に当たっての考え方②

対応（例） 対策の効果など 今後の考え方
入場時の検温 発熱者の把握や、健康管理意識の向上に資する可能性 政府として一律に求めることはしない

対策の効果（左欄参照）、機器設置や維
持経費など実施の手間・コスト等を踏ま
えた費用対効果、換気など他の感染対策
との重複・代替可能性などを勘案し、事
業者において実施の要否を判断

入口での消毒液の設置 手指の消毒・除菌に効果
希望する者に対し手指消毒の機会の提供

アクリル板、ビニール
シートなどパーティショ
ン（仕切り）の設置

飛沫を物理的に遮断するものとして有効
エアロゾルについては、パーティションでは十分な
遮断はできず、まずは換気の徹底が重要
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